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札幌商工会議所「緊急経済対策アンケート調査」結果概要について 

 
 札幌商工会議所では、平成 25 年 1 月 11 日に閣議決定された政府の「緊急経済対策」について、

会員企業への影響を調査するためアンケートを実施し、結果を以下の通り取りまとめました。 

 

１．調査概要 

 １）調査内容：緊急経済対策について、自社経営への影響、評価できる施策とできない施策、 

また平成 25 年度税制改正に期待すること。 

 ２）調査期間：平成 25 年 1 月 16 日（水）～1 月 24 日（木） 

 ３）調査対象：11 部会 部会役員 1,891 件 

 ４）調査方法：FAX で調査票送信、FAX にて返信 

５）回答状況：316 件（回答率 18.6％） 

 

２．回答企業の属性 

 回答企業は、建設関連が 80 社（22,8％）と最も多く、その次にサービス関連 48 社（13.7％）、

製造業 42 社（12.0％）、卸売業 41 社（11.7％）と順となっている。 

 また、回答企業の規模を見てみると、資本金は「1,000 万円以上 3,000 万円未満」が 151 社と約

４割を占め、さらに、従業員数は、「6～50 人」（「21～50 人」（25.9％）、「6～10 人」（16.0％）、「11

～20 人」（13.7％））が回答企業の約半数の 55.6％を占めている。 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業種】 （社） （％） 【資本金】 （社） （％） 

建設関連 80 22.8 １０００万円以上３０００万円未満 151 43.0 

サービス関連 48 13.7 ３０００万円以上１億円未満 98 27.9 

製造 42 12.0 １億円以上 65 18.5 

卸売 41 11.7 ３００万円以上１０００万円未満 21 6.0 

住宅・不動産関連 25 7.1 個人事業 7 2.0 

小売 22 6.3 ３００万未満 4 1.1 

設備工事 20 5.7 無回答 5 1.4 

運輸関連 17 4.8 【従業員数】 （社） （％） 

観光・飲食関連 11 3.1 ２１～５０人 91 25.9 

建設資材関連 6 1.7 ６～１０人 56 16.0 

その他 37 10.5 １１～２０人 48 13.7 

無回答 2 0.6 ５１～１００人 44 12.5 

   １０１～３００人 44 12.5 

   ３０１人以上 36 10.3 

   ５人以下 29 8.3 

   未回答 3 0.9 
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※中小企業基本法における中小企業の定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【資本金】 

【従業員数】 

【業種】 

製造業その他
資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人

卸　売　業
資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人

小　売　業
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人

サービス業
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人
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３．調査結果の概要 

１）緊急経済対策による貴社への影響について 

「好転する」（2.6％）、「やや好転する」（35.3％）と回答した企業が合わせて 37.9％を占め、「厳

しくなる」（5.4％）、「やや厳しくなる」（10.0％）と

回答した企業が 15.4％と、「好転する」とみている

企業が「厳しくなる」とした企業の２倍となった。

しかし一方で、「変わらない」とみている企業は

33.3％に達している。 

業種別にみると、建設資材関連業が、「好転する」

（16.7%）、「やや好転する」（83.3%）、また建設関

連業が「好転する」（3.8%）、「やや好転する」（50％）

と経営に良い影響を与えると回答している。 

一方で、設備工事業、住宅・不動産業、小売業、

観光・飲食業については、50%前後の企業が「変わ

らない」と回答している。 

 

【業種別】     

 

           

 

 

 

 

 

 

 

２）「評価できる」施策、「評価できない」施策について＜複数回答・３つまで＞ 

今回の緊急経済対策において、「東日本大震災からの復興加速（181 件）」、「防災・減災のため

の国土強靭化の推進（167 件）」、「中小・企業・小規模事業者等への支援（155 件）」の３項目を

約半数以上の企業が「評価できる」と回答している。 

一方で、「評価できない」施策については、「評価できる」施策に比べて、回答の割合が少ない

ことから、全体的に今回の経済対策が評価されていることが伺えるが、その中でも、「日本企業

の海外展開支援」（79 件）、「地方都市リノベーション・コンパクトシティの推進」（76 件）の    

2 項目を全体の 2 割を超える企業が「評価できない」と回答している。 

 

＜全業種＞      ［評価できる］               ［評価できない］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設関連 設備工事 建設資材関連 住宅・不動産 製造業 小売業 卸売業 運輸関連 観光・飲食関連 サービス関連 その他

好転 3.8% 5.0% 16.7% 4.0% 0.0% 4.5% 0.0% 5.9% 0.0% 2.1% 0.0%

やや好転 50.0% 30.0% 83.3% 32.0% 24.4% 18.2% 40.0% 23.5% 54.5% 37.5% 18.9%

不変 27.5% 50.0% 0.0% 48.0% 29.3% 50.0% 27.5% 23.5% 45.5% 29.2% 37.8%

やや厳しくなる 7.5% 0.0% 0.0% 8.0% 12.2% 13.6% 15.0% 11.8% 0.0% 14.6% 10.8%

厳しくなる 1.3% 5.0% 0.0% 8.0% 12.2% 9.1% 2.5% 11.8% 0.0% 6.3% 5.4%

わからない 10.0% 10.0% 0.0% 0.0% 22.0% 4.5% 15.0% 23.5% 0.0% 10.4% 27.0%

【全業種】 
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＜業種別：「評価できる」施策について＞ 

業種別では、建設関連（23.8％）、設備工事（20.4％）、建設資材関連（29.4％）、運輸関連（20.0％）

において、「防災・減災のための国土強靭化の推進」を１番多く「評価できる」と回答し、住宅・

不動産（16.7％）、小売業（26.2％）、卸売業（19.8％）、観光・飲食関連（15.2％）においては、

「東日本大震災からの復興加速」を一番多く「評価できる」と回答している。観光・飲食関連の

企業は、「金融資本市場の活性化」についても多く「評価できる（15.2％）」と回答した。また、

製造業（21.0％）とサービス関連（16.7％）の企業は「中小企業・小規模事業者等への支援」に

ついて、一番多く「評価できる」と回答している。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （業種別、上位７項目をグラフ化） 

＜業種別：「評価できない」施策について＞ 

「評価できない」施策については、建設関連（22.5％）、設備工事（25.0％）、運輸関連（17.6％）、

サービス関連（22.9％）の４業種で「日本企業の海外展開支援」について、一番多く「評価でき

ない」と回答しており、建設資材関連（33.3％）、住宅・不動産（20.0％）、製造業（33.3％）、小

売業（27.3％）、運輸関連（17.6％）の 5 業種では、「地方都市リノベーション・コンパクトシテ

ィの推進」について、一番多く「評価できない」と回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業種別、上位８項目をグラフ化） 
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３）平成２５年度税制改正に期待すること＜複数回答・３つまで＞ 

全業種でみると、351 件中 74％の 260 社が「法人減税」と回答している。業種別にみても、業

種に寄らず「法人減税」が一番多く挙げられた。「消費税増税の低所得者対策」（170 件、48.4％）、

「自動車取得税・重量税の見直し」（134 件、38.1％）も 4 割前後の企業が「期待できる」と回答

した。 

 

【全業種】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、その他税制改正に期待することについては、「寄付金控除の拡大」、「税制全体の見直し」、

「消費税増税の期限延長」、「不動産取得税、登録免許税、固定資産税、都市計画税の軽減」が

挙げられた。 

＜業種別回答状況＞ 

  殆どの業種で、「消費税対策」や「自動車税見直し」について、期待していると回答してい

るのに対し、住宅・不動産関連業では、「贈与税の非課税措置」が 60.0％で第２位、「住宅ロ

ーン減税の延長・拡充」が 48.0％で第３位となっている。 
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４）今後懸念される課題について＜複数回答・３つまで＞ 

  今後の経営課題について、全業種でみると、「消費増税に伴う個人消費の動向」（194 件）、「原

油・原材料価格の動向」（183 件）、「社会保険料の負担増」（176 件）の３項目において、半数以

上の企業が「懸念される」と回答している。 

 

 【全業種】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  業種別でみると、住宅・不動産（64.0％）、製造業（59.5％）、小売業（72.7％）、卸売業（68.3％）、

運輸関連（88.2％）、観光・飲食関連（81.8％）の６業種において、「消費増税に伴う個人消費の

動向」についてもっとも多く回答しており、また、建設関連（66.3％）、建設資材関連（100.0％）

については、「原油・原材料価格の高騰」が一番の懸念材料となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、その他を選択した企業の回答（自由記述）は下記の通り。 

・時代に合った動向をしっかりと政府がわかりやすく発信する方が先である。 

・公共工事発注の動向 

・インフレ、調達金利の上昇 

・日本の財政破たん・信用不安によるインフレ 

・建築費の値上げ（昨年当初より１０万/坪の値上げ） 

・会社が役に立たない従業員を解雇しやすくなれば企業の競争力は高まる。その為の立法を

ぜひお願いしたい。経済対策だけでは企業は元気になれない。 

・物価上昇による原価の上昇、金利上昇 

・公共工事の動向（推移） 

総計 消費増税 55.3 原油・原材料価格の高騰 52.1 社会保険料 50.1

建設関連 原油・原材料価格の高騰 66.3 社会保険料 56.3 税金負担増 41.3

設備工事 社会保険料/税金負担増 55.0 原油・原材料価格の高騰 50.0 消費増税/金融円滑化法 30.0

建設資材関連 原油・原材料価格の高騰 100.0 消費増税/金融円滑化法 50.0 設備投資動向 33.3

住宅・不動産 消費増税 64.0 原油・原材料価格の高騰 60.0 電気料金値上げ 40.0

製造業 消費増税 59.5 原油・原材料価格の高騰 57.1 税金負担増 45.2

小売業 消費増税 72.7 社会保険料 40.9 原油・原材料価格/税金負担増 36.4

卸売業 消費増税 68.3 原油・原材料価格の高騰 43.9 税金負担増 36.6

運輸関連 消費増税 88.2 原油・原材料価格の高騰 76.5 社会保険料 35.5

観光・飲食関連 消費増税 81.8 原油・原材料価格高騰/社会保険料増 54.5 電気料金値上げ 36.4

サービス関連 社会保険料 75.0 消費増税 54.2 税金負担増 43.8

その他 社会保険料負担増 56.8 消費増税 51.4 税金負担増 48.6

第１位（％） 第２位（％） 第３位（％）



札幌商工会議所 

緊急経済対策アンケート調査ご協力のお願い 
  

昨年末、自民、公明両党による連立政権が発足し、今般、切れ目のない予算執行で景気を下支えし、持続的な

経済成長につなげるため、１１日には緊急経済対策が、１５日には補正予算案が閣議決定されました。 

本対策は、「復興・防災強化」、「成長による富の創出」、「暮らしの安心・地域活性化」の３つの分野を重点とし、

国の支出が 10.3 兆円、地方などの負担をあわせて事業費ベースで 20.2 兆円の規模となり、政府は国内総生産

（GDP）の２％押し上げ、さらには６０万人の雇用の創出の効果を試算しております。 

 これを受け、当所では、会員企業への影響を調査するため、標記アンケートを実施する運びとなりました。 

 下記項目にお答え頂き、１月２４日（木）まで、FAX（２２２－５２１５）にてご返信をお願い致します。 

時節柄、ご多用の折大変恐縮ではございますが、何卒、ご協力を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 

札幌商工会議所 総合企画部 企画課（TEL 011-231-1330 / FAX 011-222-5215） 

１．貴社について、お伺いします。 

【業  種】□建設関連 □設備工事 □建設資材関連 □住宅・不動産関連 □製造業 □小売業 □卸売業  

□運輸関連 □観光・飲食関連  □サービス関連 □その他（               ） 

【資本金】□個人事業  □300万円未満  □300万円以上1000万円未満 □1000万円以上3000万円未満  

□3000万円以上1億円未満 □1億円以上 

【従業員数】□5人以下 □6～10人 □11～20人 □21～50人 □51～100人 □101～300人 □301人以上 

 

２．貴社の経営への影響について、お伺いします。（１つ選択） 

①好転  ②やや好転  ③不変  ④やや厳しくなる  ⑤厳しくなる  ⑥わからない 

 

３．政府与党が示した下記の「緊急経済対策」の内容について、お伺いします。 

＜復興・防災対策＞ 

１．東日本大震災からの復興加速 ２．防災・減災のための国土強靭化の推進（老朽化対策、インフラ整備） 

＜成長による富の創出＞ 

３．成長力強化、省エネ・再エネ促進等のための設備投資の促進 ４．研究開発、イノベーション推進 

５．中小企業・小規模事業者等への支援 ６．農林水産業対策 ７．日本企業の海外展開支援  

８．金融資本市場の活性化 ９．人材育成・雇用対策 

＜暮らしの安心・地域活性化＞ 

１０．医療・教育分野の推進  １１．台風、豪雨災害等からの復旧等 １２．地域の魅力の発信、観光の振興 

１３．公共交通の活性化など地域経済の活力向上 １４．地方都市リノベーション・コンパクトシティの推進 

１５．地方の資金調達への配慮と本対策の迅速な実施 

※首相官邸HP「日本経済再生に向けた緊急経済対策」  

http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2013/__icsFiles/afieldfile/2013/01/11/20130111keizaitaisaku.pdfより抜粋 

 

３－① 評価できる対策を上記１～１５より、３つまでお答えください。（    、   、    ） 

３－② 評価できない対策を上記１～１５より、３つまでお答えください。（    、   、    ） 

 

４．政府は今月２４日までに来年度の税制改正大綱を取り纏める予定ですが、２０１３年度税制改正に期待する

ことを次のうちから、３つまでお答えください。（    、   、    ） 

１．法人減税  ２．住宅ローン減税の延長・拡充  ３．自動車取得税・重量税の見直し 

４．研究開発減税  ５．所得・相続税の富裕層増税 ６．贈与税の非課税措置  

７．消費税増税の低所得者対策（軽減税率の導入） 

８．その他（                                          ） 

 

５．貴社を取り巻く環境の中で、今後、懸念される課題は何ですか？（３つまで□にチェックしてください。） 

   □為替相場の動向  □消費増税に伴う個人消費の動向  □金融円滑化法の期限終了後の資金繰り 

 □設備投資動向   □原油・原材料価格の動向  □社会保険料の負担増  □税金の負担増   

□株式相場の動向  □電気料金の値上げ  □TPPの動向   

□その他（                                        ） 

 ご協力ありがとうございました。 

http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2013/__icsFiles/afieldfile/2013/01/11/20130111keizaitaisaku.pdf
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